
様式第1号 

 

年   月   日 

 

  伊丹市長   様 

 

所在地            

申請者 名称             

代表者氏名          
(*)本人(代表者)が自署しない場合は、記名押印し、 

法人の場合は記名押印してください。      

電話番号           

 

 

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書 

 

 

 下記の公の施設の指定管理者の指定を受けたいので，伊丹市公の施設に係る指定管理者

の指定の手続等に関する条例第3条の規定により，関係書類を添えて申請します。なお、

同条各号に掲げる申請の制限に係る事項には該当していない旨を申し添えます。 

 

記 

 

指定管理者の指定を受けようとする公の施設の名称 

    伊丹市立サンシティホール 

 

添付書類 

(伊丹市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則第2条第2項各号

に掲げる書類) 

 (1) 各年度の指定管理施設の事業計画書及、収支計画書、介護予防に係る事業提案書 

 (2) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

 (3) 申請の日の属する事業年度の前事業年度を含め３年分の財産目録、収支計算書又 

    は損益計算書及び貸借対照表 

 (4) 団体の事業計画書及び収支予算書 

 (5) 団体の組織及び運営に関する事項を記載した書類 

 (6) 現に行っている事業の概要を記載した書類 

 (7) 職員の配置計画 

 (8) 納税証明書又は滞納がない旨の証明書又は申立書 

 (9) 免許，許認可又は資格の有無を証明する書類 

 (10) 伊丹市契約等からの暴力団排除に関する要綱第１１条に基づく誓約書 

 (11) 共同事業体構成届（共同事業体の場合のみ） 



参考様式 

事業計画書 
【団体の概要】 
  団体名 
  代表者名 
  設立年月日 
  団体所在地 
  電話番号  
  FAX 番号 
 
  沿革 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 

業務内容 
 
 
 
 
 
 
   
 
 

担当者氏名 
  担当者所属 
  担当者電話番号 
  担当者 FAX 
 
 

※ 様式は、自由ですが A4 縦として下さい。 
 



参考様式 

１．施設管理運営業務の実績、団体の PR 
 
 
 
 
 
 
 
２．サンシティホール管理運営のための基本方針及び実施方針 
（１） 施設の現状に対する認識 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 管理運営のための基本方針と達成目標 
 
 
 
 
 
 
（３） 地域貢献のための方策 
 
 
 
 
 
 
３．管理運営体制と組織 
（１） 管理運営組織の計画・人員配置等 
 
 
 
 
 
 



参考様式 

（２） 職員の資質向上のための取り組み（職員研修計画等） 
 
 
 
 
 
 
 
（３）トラブル、緊急時等の対応計画 
 
 
 
 
 
 
 
４．施設の管理・運営計画 
（１）利用者サービス水準の維持・向上、利用促進計画 
 
 
 
 
 
 
 
（２）利用者の要望把握とその実現について 
 
 
 
 
 
 
 
（３）損害賠償等リスクに対する対応 
 
 
 
 
 



参考様式 

（４）市民の平等利用の確保に対する方策 
 
 
 
 
 
 
 
（５）個人情報保護に対する方策 
 
 
 
 
 
 
 
（６）情報公開に対する考え方及び具体的取り組み 
 
 
 
 
 
 
 



参考様式

令和　　年度　　収支計画書

利用料収入 貸室利用料収入
事業収入 講座等実費弁償金
その他

嘱託職員報酬
嘱託職員手当
臨時職員報酬
臨時職員手当
法定福利費

福利厚生費
旅費交通費
消耗品費
印刷製本費
水道光熱費
燃料費
備品購入費
修繕費 1,300
通信運搬費
会議費
業務委託料
手数料
損害保険料
賃貸料
租税公課
雑費

保健衛生費
教養娯楽費
燃料費
諸謝金
消耗品費
印刷製本費
業務委託料
手数料
雑費

※各年度毎に作成して下さい。様式は自由ですが、A4縦として下さい。

（単位：千円）

収入合計・・・①

区分 内訳 金額

人件費

収
入
の
部

区分 内訳 金額

管理費

合計

（単位：千円）

指定管理委託料（②－①）

支
出
の
部

合計

事業費

支出合計・・・②

合計



参考様式

※各年度毎に作成して下さい。様式は自由ですが、A4縦として下さい。
※自主事業は、指定管理者自らの経費で実施する事業で、委託料の積算には含まれません。

（単位：千円）

事業内容 収支

収入

差引

収入

支出

差引

支出

差引

収入

支出

差引

　　　年度　自主事業計画書

支出

差引

収入

支出

収入

支出

差引

収入



参考様式

※自主事業の場合は指定管理者自らの経費で実施する事業となるため、委託料の積算には含まれません。

※各年度毎に作成して下さい。様式は自由ですがA4縦とし、事業の詳細、期待される効果等を記入してくだ
さい。

差引

令和　　　年度　介護予防に係る事業提案書

支出

差引

収入

支出

収入

支出

差引

収入

支出

差引

支出

差引

収入

支出

（単位：千円）

事業内容 収支

収入

差引

収入



令和  年   月   日 

 

伊 丹 市 長 様 

 

 

所在地 

申立者 名称 

                        代表者氏名          ㊞ 

 

 

申 立 書 

 

 指定管理者の指定申請にあたり、下記の税について納税義務がないことを申し立てます。 
 
１ 納付義務のない税 
 ⑴ 国税 

□ 法人税 
□ 消費税 

 
 ⑵ 地方税 

□ 市民税 
□ 固定資産税 
□ 都市計画税 
□ 軽自動車税 

 
 
２ １に掲げる税について納付義務がない理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
※指定申請者が共同事業体の場合は、構成するすべての団体の申立てが必要です。 

様式第２号 



 

 

令和  年   月   日 

 

伊 丹 市 長 様 

 

 

所在地 

申立者 名称 

                     代表者氏名          ㊞ 

  

                              

誓  約  書 

 

 

 

 

指定管理者の指定申請にあたり、現在防火管理者の資格を取得しておりませんが、 

 

令和６年（２０２４年）３月３１日までに取得することを誓約します。 

 

 

 

 

 



令和  年  月  日 
伊 丹 市 長  様 
 

所在地 
 
名称 
 
代表者氏名             印 

                                        
 

誓 約 書 

 
私は、伊丹市が「伊丹市契約等からの暴力団排除に関する要綱」（以下、「排

除要綱」という。）に基づき、貴市が行うすべての契約等から暴力団を排除して

いることを認識した上で、契約の締結を行うとともに、下記の事項について誓

約します。 
なお、これらの事項に反する場合、契約解除や損害賠償請求等、貴市が行う

一切の措置について異議の申立てを行いません。 
 
契約等の名称                              
 
１ 私は、伊丹市暴力団排除条例第２条第１号から第３号までに掲げる者に該

当しません。 
 
２ 私は、排除要綱第４条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため伊丹市

から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。 
 
３ 私は、伊丹市暴力団排除条例第２条第１号から第３号までに掲げる者の該

当の有無を確認するため、本誓約書及び役員名簿等が伊丹市から兵庫県伊丹

警察署に提供されることに同意します。 
 



（参 考） 

伊丹市暴力団排除条例（平成２４年伊丹市条例第４号）（抄） 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。 

 ⑵ 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

 ⑶ 暴力団密接関係者 次のいずれかに該当する者をいう。 

  ア 暴力団員が役員（法第９条第１５号ロに規定する役員をいう。以下同じ。）として，又は実質的に経営に関与してい

る事業者 

  イ 暴力団員を業務に関し監督する責任を有する者（役員を除く。以下「監督責任者」という。）として使用し，又は代

理人として選任している事業者 

  ウ 次に掲げる行為をした事業者。ただし，事業者が法人である場合にあっては，役員又は監督責任者が当該行為をし

た事業者に限る。 

(ｱ ) 自己若しくは自己の関係者の利益を図り，又は特定の者に損害を与える目的を持って，暴力団の威力を利用す

る行為 

   ( ｲ ) 暴力団又は暴力団員に対して，金品その他の財産上の利益の供与をする行為 

   ( ｳ ) ( ｱ )又は（ イ ）に掲げるもののほか，暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認められる行

為 

  エ アからウまでのいずれかに該当する者であることを知りながら，これを相手方として，本市との契約に係る下請契

約，業務の再委託契約その他の契約を締結している事業者 

 ⑷略 

伊丹市契約等からの暴力団排除に関する要綱 

（契約に係る事務等における排除措置の要件） 

第４条 前条第１項各号に規定する契約に係る事務等における排除措置の要件は、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 前条第１項各号に掲げる者が法人等である場合にあっては、当該法人等について暴力団等が、役員として又は実質的

に、経営に関与していること。 

 ⑵ 前条第１項各号に掲げる者が個人又は個人事業者である場合にあっては、当該個人又は個人事業者が暴力団等である

こと。 

 ⑶ 前条第１項各号に掲げる者が、暴力団等を、相当の責任の地位にある者として使用し、又は代理人として選任してい

ること。 

 ⑷ 次に掲げる者のいずれかが、自己、自己が経営する法人等、自己が所属する法人等または第三者の利益を図るため、

又は第三者に損害を与えるために、暴力団等の威力を利用していること。 

  ア 前条第１項各号に掲げる者 

  イ 前条第１項各号に掲げる者が法人等である場合にあっては、当該法人等の役員 

  ウ 前条第１項各号に掲げる者に使用される者であって、相当の責任の地位にある者 

 ⑸ 前号アからウまでに掲げる者のいずれかが、暴力団等に金銭的な援助を行い、その他経済的な便宜を図っていること 

 ⑹ 第４号アからウまでに掲げる者のいずれかが、暴力団等に関する事業者であることを知りながら、当該事業者に下請

負又は再委託を行い、その他当該事業者を利用していること。 

 ⑺ 前各号に掲げるもののほか、第４号アからウまでに掲げる者のいずれかが、暴力団等と社会的に非難されるべき関係

を有していること 



共同事業体構成届 
令和  年  月  日 

 
伊丹市長 様 
 

共同事業体名 
 

所 在 地  
                 （代表団体）団 体 名  
                       代表者氏名                ㊞ 
 
 伊丹市立サンシティホールの指定管理者の指定申請にあたり、     を代表団体とする共同事

業体を結成し、伊丹市（伊丹市教育委員会）との間における下記の事項に関する権限を代表団体に委

任の上、申請しますので届出します。 
 なお、指定管理者に指定された場合は、指定管理者としての業務の遂行及びこれに伴う当共同事業

体が負担する債務の履行に関し、各構成団体が連帯して責任を負います。 
 
共 同 事 業 体 の 
名 称  

共 同 事 業 体 の 
事 務 所 所 在 地 

〒 
 

共 同 事 業 体 の 
代 表 団 体 
（ 受 任 者 ） 

団 体 名 
所 在 地 
代表者名                       ㊞ 

共 同 事 業 体 の 
構 成 団 体 
（ 委 任 者 ） 

団 体 名 
所 在 地 
代表者名                       ㊞ 

団 体 名 
所 在 地 
代表者名                       ㊞ 

団 体 名 
所 在 地 
代表者名                       ㊞ 

共 同 事 業 体 の 
設 立 年 月 日      年  月  日 

共 同 事 業 体 の 
解散、構成団体の 
変 更 等 

当共同事業体は、指定管理者に指定された場合、指定期間終了の日から３月を経

過するまで解散できない。ただし、指定管理者に指定されなかった場合は、この限

りではない。 
 また、共同事業体の構成団体の脱退、除名等は、事前に伊丹市（伊丹市教育委員

会）の承認を得なければこれを行うことができない。 

代 表 団 体 に 
委 任 す る 事 項 

１．指定管理者の指定申請に関する一切の権限 
２．伊丹市との協定の締結に関する一切の権限 
３．経費の請求受領に関する一切の権限 
４．その他指定管理者としての業務遂行に付随する一切の権限 

※記載欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加して下さい。 



  

質 問 書 
 

令和  年 月 日 
伊丹市長 様 
 

【質問者】 
団 体 名 
所 在 地 
担当者氏名 
所 属 
電 話 番 号 
F A X 番 号 

 
 

 伊丹市立サンシティホール指定管理者募集要項等に関して、以下のとおり質問があり

ますので回答願います。 
 

質問箇所 募集要項・仕様書・（       ） ページ 

質問内容  

（備考） 
 質問は、１枚につき１問とします。９月１日（金）から９月１４日（木）の間に、 
 直接持参又は郵送、FAX、電子メールのいずれかで期間内（必着）に送付してくださ 
 い。直接持参もしくは郵送の場合、質問書は 2 部提出願います。 
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